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J-STAGE登録について 
 
このたび、『日本通信教育学会 研究論集』が、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）が運営する学術情報

プラットフォーム「J-STAGE」への登録を果たしました。これは本学会にとって、誠に喜ばしく意義深い出来事で
あり、ここに会員の皆さまへご報告申し上げます。 
J-STAGE への掲載は、単に過去の論文を電子化する作業にとどまるものではありません。通信教育に関する研

究と実践の蓄積を、次の研究、実践、政策形成、そして学びへとつなげていくための基盤づくりでもあります。
会員の皆さまはもちろん、通信教育に関心をお持ちの多くの方々に、J-STAGE に掲載された研究成果をご覧いた
だき、研究や実践、教育活動などさまざまな場面で広くご活用いただけることを期待しています。 
また、『研究論集』が通信教育に関する知見の発信拠点としてさらに充実していくためには、会員の皆さまから

の継続的なご投稿が不可欠です。高等教育、中等教育、社会教育、教育方法など、通信教育をめぐる多様な研究・
実践の成果を、ぜひ本誌にお寄せください。今後とも、本誌の発展にご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
最後になりましたが、今回の登録にあたっては、過去号の確認、書誌情報の整理、J-STAGE 掲載に向けたデー

タ作成をはじめとする、多くの作業が必要でした。これらの作業は、学会事務局幹事である江田友祐氏の多大な
るご尽力によって進められました。研究論集担当理事として、この場を借りて深く感謝申し上げます。 

（研究論集担当理事 土岐玲奈） 
 
このたびの J-STAGE登録を無事に終えることができましたのは、会員の皆さまをはじめ、ご協力いただいた関

係各位の多大なるご支援の賜物であり、事務局幹事として深く御礼申し上げます。同時に、本学会の新たな一歩
に大きな手応えを感じております。 
J-STAGE は、日本国内の学術雑誌・論文を広く公開するための優れたプラットフォームであり、自然科学から

人文・社会科学に至るまで、3,500 誌を超える科学技術刊行物が登録されています。国内外から、いつでも・誰
でも・無償で、論文にアクセスできる環境が整っており、本学会が誇る研究実践の成果もこの場に位置づけられ
ることとなりました。 
本学会は 1950年（昭和 25年）の設立以来、通信教育の研究と実践を積み重ね、70余年にわたり、通信制大学・

通信制高校・社会教育など多様な領域にわたる論文・研究ノート・実践報告を世に送り出してきました。これま
では主として冊子体での頒布が中心でしたが、今回の J-STAGE公開により、長年培ってきた貴重な知的資産が、
インターネットを通じて世界に向けて大きく開かれることとなります。 
今回の J-STAGE 登録により、まずは 2016 年以降に掲載された研究成果が、インターネットを通じて誰もが閲

覧・検索・引用できる状態となりました。研究者のみならず、通信教育に携わる教職員、制度設計に関わる行政
担当者、さらには通信教育による学習者に至るまで、本学会の知見が、これまで以上に広く社会へ届くようにな
ったことを、誠に喜ばしく思っています。 
今後は、2015年以前の貴重な研究成果についても順次公開の範囲を広げていく計画であり、この電子化と公開

の取り組みは、本学会の豊かな歴史を未来へとつなぐ重要な基盤となると考えております。会員の皆さまの素晴
らしい研究実践の成果が一層広く社会に共有され、次なる研究実践の活性化を生み出す契機となるよう、事務局
として全力でサポートを続けてまいりたいと考えています。 

（事務局幹事 江田友祐） 
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第 74回研究協議会のお知らせ・発表者募集 
 
下記の通り、第 74回研究協議会を開催いたします。研究発表を希望する会員は、以下の要領でお申込下さい。 

 
（1）研究協議会の概要 
・日   時：2026年 11月 21日（土）10：00～17：30（終了後に情報交換会） 
・会   場：中央大学 茗荷谷キャンパス   
       東京都文京区大塚一丁目４-１  東京メトロ丸ノ内線 『茗荷谷駅』から徒歩約 1分 
・プログラム：①会長挨拶 ②特別・自由研究発表 ③総会   
（予定）  ④シンポジウム「通信制高校・通信制大学におけるキャリア支援とトランジション（仮）」 
      コーディネーター：澁川幸加会員（中央大学） 

⑤情報交換会（希望者のみ、会費別途） 
 ・参 加 費：会員／無料 一般／2,000円 
（2）研究発表の申し込み 
・発表の種類：①特別研究発表：発表 30分程度、指定討論者によるコメントと討議 15分程度、会場との質疑

応答 15分程度、全体で 60分 ※共同発表も同じ 
②自由研究発表：発表 20分程度、会場との質疑応答 10分程度、全体で 30分※共同発表も同じ 

・申込方法 ：発表希望者は、①氏名、②所属、③発表の種類（特別研究発表または自由研究発表）、④題目、
を下記期日までに事務局宛に電子メール（jade.office.1950@gmail.com）でご連絡下さい。な
お、発表者数により、上記の発表時間（コメント・質疑応答等を含む）に変更がある場合があ
ります。 

 ・申 込 締 切：2026年８月 31日（月） 
・発 表 要 旨：研究発表が許可された会員には、追って発表要旨の執筆をお願いしますので、原稿（Wordまた

は PowerPoint等の電子ファイル）を別途お知らせする期日までにご提出下さい。なお、要旨に
ついては枚数の規定があります。 

（3）参加の申し込み 
・10月初～中旬（予定）にお送りするプログラムを参照してください。 

 

 

令和 7（2025）年度『研究論集』刊行のお知らせ 

 
令和７（2025）年度『日本通信教育学会 研究論集』が刊行されました。本号は、昭和 26(1951)年の第１号(『研

究発表会記録』として開始、その後、『研究協議会記録』、『通信教育研究集録』、『研究協議会集録』と名称変更)
から通算すると、73 号となります。『研究論集』のカテゴリが、論文・研究ノート・実践報告の３つになってか
ら、今回で５回目となりました。投稿希望(題目届)は 10本、投稿は８本ありました。投稿８本はすべて論文・研
究ノートであり、実践報告はありませんでした。 
投稿状況は、高校教育を扱った論文が５本、大学教育２本、社会教育２本と、複数分野にまたがる投稿も含め、

校種や分野を越えた幅広いテーマが集まりました。一方で、実践報告の投稿がなかったことは残念でした。実践
家の方々がより投稿しやすい誌面づくりや枠組みを検討してまいります。 
査読については、１本につき２名の審査者による厳正な審査と査読委員会の審議を経て、「論文として採択」１

本、「研究ノートとして採択」５本、「修正のうえ再審査」１本という結果になりました。「修正のうえ再審査」と
なった投稿論文については、次号掲載を念頭に、投稿内容をより良い形にブラッシュアップしていただけるよう、
再提出期限を通常より長めに設定しています。また、投稿された論文のテーマにあわせて理事以外の会員にも査
読をご依頼しています。今回ご協力いただいた会員の皆さまに、この場を借りてお礼を申し上げます。今後さら
にご依頼する機会が増えるかと思いますので、その際は皆さまにもぜひご協力をお願いいたします。 
本号の特集は、シンポジウム実施報告「通信教育における添削指導の不易と流行：過去から学び，これからを

考える」です。コーディネーターを務められた加藤幹事による意欲的な発案のもと、シンポジウム当日にはワー
ルドカフェ方式を取り入れるなど活発な議論が行われました。本特集では、シンポジウムの内容を多角的な視点
からまとめていただきました。 
書評・図書紹介では３冊の書籍を取り上げました。うち２冊は著者が会員であることからリプライも掲載して

おります。誌面を通じた対話が実現したことを、執筆いただいた皆様に感謝いたします。 
最後になりましたが、すでにお知らせしております通り、2026年４月３日より、本誌に掲載された過去の論文

が J-STAGE にて公開されています。現時点ですでに 2016 年度までの掲載分の公開が完了しており、本学会が著
作権を有する論文、研究ノート、実践報告に、世界中からアクセス可能となっております。 
研究・実践の成果がより多くの方の目に触れる機会が増えたことを機に、会員の皆様にはさらに積極的にご投

稿いただき、質の高い知見の発信拠点として本誌をより充実させていけますよう、引き続きお力添えをお願い申
し上げます。 

（研究論集担当理事 土岐玲奈） 
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令和 8（2026）年度『研究論集』投稿募集 
 
下記の通り、令和８（2026）年度『研究論集』への論文の投稿を募集します。投稿を希望する会員は、ふるっ

てご応募下さい。なお、スケジュール等の詳細については、決定次第、メールおよびホームページにてご案内い
たします。 
 

（1）題目届の提出 
・提出方法：投稿を希望する会員は、下記期日までに題目等（①氏名、②所属、③題目）を事務局宛に電子メ

ール（jade.office.1950@gmail.com）にてお知らせください。 
 ・提出締切：2027年１月 10日（日） 
 
（2）原稿の提出 
・提出方法：期日までに事務局宛に電子メール（jade.office.1950@gmail.com）にて提出して下さい。 
・提出締切：2027年２月 28日（日） 
 

（3）刊行日（予定） 
・2027年６月 30日（水） 

 
 

理事会報告 
 
 2025年度日本通信教育学会第３回理事会が、2026年３月 23日（月）13時から 14時 30分に Zoomにて開催さ
れ、以下の事項が、審議、報告された。 
 
【審議事項】 
（１）会則の一部変更について 
  会則の一部変更について説明があり、第 11条（役員の選任）「役員は、総会において会員中より選任するが、
その細部は「役員選出規程」にて別に定める。」を、「役員は、総会において会員中より選任する。その細部は
「役員選出規程」にて別に定める。」と変更することとし、承認された。 

（２）2026年度事業計画（案） 
 2026年度事業計画（案）について説明があり、原案の通り承認された。なお、協賛事業を事業計画に含めるか
どうかについては、今後検討していくこととなった。 

（３）第 74回研究協議会の開催について（案） 
 第 74回研究協議会の開催について（案）について説明があり、原案の通り承認された。 

（４）令和７（2025）年度『研究論集』について 
 令和７（2025）年度『研究論集』について説明があり、原案の通り承認された。なお、投稿規定 6-a「投稿原
稿（表紙を含む）」の記載は精査し、修正を行うことが確認された。 

（５）『日本通信教育学会報』通巻 66・67号の企画（案）について 
 『日本通信教育学会報』通巻 66・67号の企画（案）について説明があり、原案の通り承認された。 
 

【報告事項】 
（１）リポジトリ構築について 
 リポジトリ構築について説明があった。 

（２）Web入会申込書について 
 Web入会申込書について説明があった。なお、記載事項については引き続き精査を行い、会員情報の更新との
連携については、今後検討していくこととなった。 
 
 

事務局報告 
 
本学会事務局にて、会則第 17条（幹事）」に基づき、以下の方を幹事として、新たに委嘱したことをご報告い

たします。 
江田 友祐（独立研究者）    （2025年 10月１日付） 
坂口 弘樹（星槎大学大学院博士後期課程在籍） （2026年６月１日付） 

（事務局長 古壕典洋） 
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会員の声 

 
 

中学生の通信制高校への進路選択 
 
会員の皆さま、はじめまして。2023 年 8 月より、日本通信教育学会に入会いたしました山田千春と申します。 
私は短期大学卒業後、働きながら大学の通信教育課程で学び、学士号および高等学校教諭免許状を取得しまし

た。また、前職では、通信制高校の技能連携施設である高等専修学校に勤務していたことから、通信制高校の制
度や教育に高い関心を持ち続けてきました。そのような自身の経験から、本学会への入会は自然な流れであった
と感じています。 
現在、高校生のおよそ 10人に 1人が通信制高校に在籍する時代となっています。生徒数減少期を迎えるなか、

高校教育は全日制高校のみならず、通信制高校を含めた再編や在り方を模索していかなければならない段階にあ
ると考えています。 
私が中学校教員として勤務していた 1990 年代当時、通信制高校は現在ほど多くなく、公立通信制高校を中心

に、進学先を確保できなかった生徒たちの「最後の砦」としての役割を担っていたように思います。その後、私
立を中心に通信制高校の数は増加し、社会的認知も広がっていきました。一方で、少子化の影響により、定員を
満たさない全日制高校や定時制高校も増えています。かつてのように中卒者が「行き場がない」という状況では
なくなりつつあるなかで、なぜ現在も通信制高校を選択する生徒が増え続けているのでしょうか。 
そのような問題意識のもと、現在は「なぜ中学生が通信制高校を選択するのか」というテーマに関心を持ち、

進路選択に影響を与える中学校教員や保護者の関わりにも着目しながら、中学生の通信制高校への進学プロセス
について研究を進めていきたいと考えています。また、多様な通信制高校が存在するなかで、生徒がなぜ現在在
籍している学校を選択したのかについても明らかにしていきたいと思っています。 
今後、会員の皆さまとの情報交換や交流を深めていければ幸いです。どうぞよろしくお願いいたします。 
 

(札幌大谷大学短期大学部 山田 千春) 
 

 
｢会員の声｣を本誌に掲載します。掲載を希望する会員は、原稿（600～750字程度、MS-Wordで作成）を事務局

（jade.office.1950@gmail.com）までお送りください。  
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通信教育の動向 

全国高等学校通信制教育研究会 

公益財団法人 私立大学通信教育協会 

 一般社団法人 日本通信教育振興協会 

 昨年度は、メディア利用の面接指導数の減免についての適正な実施を、文科省より指導されておりますこ
とを、全通研・地区通研の主催する研究協議会において報告し、その改善に向けての通信教育実施計画の作
成を推奨いたしました。メディ利用による減免を規定する法解釈にバラつきがあり、放送教育の研究協議の
中で統一した理解を得ることができました。今後各会員校のＨＰに通信教育実施計画が掲載されることを期
待しております。 
さて、本年も熊本にて全通研大会を実施いたします。記念講演は『～熊本地震から１０年～「くまモンの

人間力に学ぶ」』と題して「くまモン」の生みの親である宮尾千加子様のお話を伺います。熊本地震による大
きな被害からの復興に、力となったご当地アイドルと県民が一致団結して目標達成していくお話は、自己肯
定力の低い子供たちにも「できることはある」との自信の芽を植え付ける説話として使えるのではと期待し
ております。 
今、中教審で次期学習指導要領の検討がされています。また、この 3 月には選択科目を中心とした改訂教

科書が検定合格となりました。その記述にＡＩに関する話と使い方のレクチャーに当たる内容が盛り込まれ
ているそうです。電子レポートの普及が進み、レポート課題の解答を思案するのにネットでの検索が当たり
前になったときに、安易にＡＩに頼らないかが心配です。改めて、通信制教育の中で、その活用法を検討す
る時期になったようです。                               （事務局長 小宮山英明） 

本協会は、加盟校が協力して相互に情報を交換しながら、大学通信教育の周知普及と水準向上の事業を推
進しています。４月より新たに１大学が加盟し、現在、38大学・13大学院・７短期大学の計 58校が加盟し
ています。 
（１）公益事業：大学通信教育の周知普及・質的向上事業 
大学通信教育の在り方を広く社会に伝え、入学希望者に情報を提供するために、本協会主催の事業として

「秋期合同入学説明会」(８～９月、全国４会場)の開催を予定しており、同様に令和９年２月にも「春期合
同入学説明会」(全国５都市、６日程)を開催する予定です。今春の説明会では、約 2,800名の方が来場され、
『大学通信教育ガイド（大学・短大編）』『大学通信教育ガイド（大学院編）』の冊子を配付しました。また同
冊子は、説明会以外においても希望者には適宜配付しています。また、インターネットを中心とした広報も
増強し、YouTube による協会チャンネルの開設や Web 上のチェックボックスで、複数の入学案内書を選択で
きるシステムなどを導入しています。 
また、Zoomのウェビナー機能を利用し、初めて「オンライン合同入学説明会」（１月、２日間）を開催しま

した。２日間の一意の視聴者（重複を除外した、実際に参加した人の実数（パネリストを除く））は、931名
を記録しました。 
（２）大学通信教育の調査事業 
放送大学と本協会の連携協力を進め、本年より各校が同大学の学習センターを利用できるようになりまし

た。                                    （理事長 高橋 陽一） 

一般社団法人日本通信教育振興協会の解散について（報告） 
 
平素より一般社団法人日本通信教育振興協会の活動にご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
当協会は、設立から 37年間にわたって生涯学習社会の振興に取り組んでまいりましたが、この度、諸般の

事情により、令和 8年 4月 30日をもって解散することが社員総会により決定いたしました。 
長年にわたり当協会の活動にご賛同いただいた皆様に心より感謝申し上げます。 
 
＜連絡先＞ 〒151-0062 東京都渋谷区元代々木町 14-3 株式会社日本創芸教育 電話：03-3465-5187 
 

（一般社団法人日本通信教育振興協会） 
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吉村正 編『獨學者の進むべき道』 

（1925年，早稲田大学出版部） 

本書の編者・吉村正は、小学校を卒業後、地元の郵便局

で働きながら早稲田中学講義録によって中学卒業と同等

の資格を得て上京、早稲田大学高等予科に入学、首席で

卒業、特待生として大学部に進む。大学院に進学後、自分

が学んだ中学講義録の編輯に携わり、読者からの質疑に

答えるようになる。そして、その大部分が成功法、立身の

手段に関するものであることから、「少くとも、中学講義

録購読者諸君に適応しい程度の立身法は、全部之れを網

羅して、是非諸君の参考に供し度い」と考え、本書を編

纂、出版、巻頭には「此の書を世の恵まれざる独学の青年

に捧ぐ」と記している。吉村、弱冠 24歳の時である。 

第一篇「検定試験―独学で学校卒業生と同等の資格を

得る道―」では、専門学校入学者検定試験（専検）など 10

種類の試験内容を解説、第二篇「学校―官費、無学歴で入

れる各種専門学校―」では、陸・海軍学校、官庁学校など

12校を紹介、さらに、第三篇「独学と苦学」、第四篇「独

学受験記」、第五篇「試験問題」と続く。今も書店の資格・

検定コーナーに並ぶ独学者向けのガイドブックの「はし

り」といえる。 

吉村は、1932年に早稲田大学講師となり、38年には教

授に昇任、終戦後の 46年７月、島田孝一第６代総長の任

命により、常務理事（３名のうちの一人）となる。そし

て、同年 12月には、早稲田大学のあり方を多角的に審議

するために設置された企画委員会の委員長に就任する。

当時の『早稲田大学新聞』は、「島田新総長をはじめ、理

事六氏がその経歴からいっても、学校行政に於て全く新

しい人々であり、なかでも吉村理事の如き、年齢的［46

歳］にも新進気鋭の教授であって、少壮教授層のトップ

を切って就任したことは、停滞眠るが如き状態にあった

学園に清新溌剌とした空気を注入したものとして注目す

べきである」と評している（『早稲田大学百年史』第４巻、

431頁）。その第１回（臨時）企画委員会では、通信教育

が話題として取り上げられている。 

戦後、通信教育が正規の大学教育課程として制度化さ

れ、慶應をはじめとする有力私大が乗り出す中、なぜ、早

稲田はこれに参入しなかったのか。これについて、『早稲

田大学百年史』は、この委員会の席上、吉村委員長が、

「通信教育はうっかりすると失敗する公算が多い。自分

の知るところによると、一年半終了の講義録ですら、最

後まで講読した率、つまり継続率は僅かに 10パーセント

ぐらいのものであった」と述べ、また、「『実施となれば慶

應と競争と言うことになるだろう』との危惧があったの

かもしれない」と記している。そして、「新制大学発足時

の学苑としては、夜間学部の開設と通信教育の復活とは、

二者択一の問題であり、手持ち教職員から見ても、資力

から見ても、両者の同時実施は不可能と言わざるを得な

かった。学苑が選んだのは前者であったが、その選択が

最善であったか否かの判断は、甚だ困難の一語に尽きる

であろう」と含みを持たせている（『早稲田大学百年史』

第４巻、943頁）。早稲田が大学通信教育に参入しなかっ

たのは、吉村の意向が大きかったようである。早稲田が

大学通信教育課程「ｅスクール」を開設するのは、それか

ら半世紀以上が経った 2003年である。 

ところで、吉村は、1956年から 62年までの３期、第一

政治経済学部長を務めているが、その間、58年と 62年の

２回、総長選に出馬し、いずれも次点で落選している。そ

れもあって、東海大学政治経済学部の創設に参画し、66

年に早稲田大学を辞任、東海大学に移ることになる。教

え子の村田克巳は、「吉村先生は早大総長選挙に敗れた口

惜しさを隠されたことはなかった。負けず嫌いの先生の

ことで言葉のはしばしから感じとられた。東海大学の政

経学部長になられた先生の想いは『早稲田に負けてたま

るか』という激しい反撥だったと思う」と記している（『行

動科学研究』Vol.18,No.1、35頁）。独学者・吉村正の反

骨と無念、これもまた通信教育裏面史の一幕である。 

なお、本書は、小川利夫・寺崎昌男監修『近代日本青年

期教育叢書』第Ⅳ期・苦学・独学論 第 14 巻（1992 年、

日本図書センター）として復刻されている。 

 

鈴木克夫（桜美林大学）
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